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１ 学校教育における「裁判」 
 本報告書では、司法分野である裁判に焦点をあてる。社会科教育においても裁判は、日
本国憲法や民主政治のしくみと関連させて、必ず取り上げられることになっている。また
裁判員制度の実施が間近に迫っていることから、司法が注目されることは非常に多い。そ
こで本稿では、裁判を学習する意義について改めて考えてみたい。 
 はじめに学習指導要領や教科書では、裁判がどのように扱われているのか見ておきたい。
本報告書の第Ⅰ部では、小学校・中学校・高等学校における指導の実際を、それぞれの観
点から分析が行われているので、本論はそこでの論点を参考とする。 
まず第１章の小学校に関する分析では、各教科書に共通して取り上げられるノルマント
ン号裁判に着目し、内容の扱われ方から教科書の背景や変遷を読み解いている。近年の教
科書が、解説理解型から資料活用型に移行し、教員の授業構成能力や教材研究能力がより
問われるということであった1。次に第２章の中学校に関する分析では、公民分野の教科書
において、裁判がどのように取り上げられるか整理し、裁判のしくみが、きわめて表面的
な学習にとどまっていることが指摘された2。最後に第３章の高等学校に関する分析では、
裁判が、民主政治のしくみや憲法との関わりで学習され、学習指導要領には、事象の深入
りを避けるとある。また裁判員制度に対しても、運用前の制度であるため具体的な問題が
見えにくく、教材開発は遅れているとのことであった3。 
以上の点を参考にすると、現行の社会科教育において、教科書や指導要領に準拠するだ
けでは、必ずしも十分な裁判学習がなされているとは言い難い。とくに教師の教材研究力
は問われ、教科書をそのまま教えるだけでは、制度やしくみに関する表面的な学習になら
ざるを得ない。だとすれば子どもの興味・関心を高める手立てや、裁判の難しさ、役割の
本質的な理解には到達しえていないと考えられる。 
さらにもう一点付け加えると、教科書では、制度やしくみ、法が、はじめから所与のも
のとして存在するかのような印象が強い。そこで授業では、自らが主体となって行動し、
社会とのつながりを認識できるための工夫が必要だといえる。 
本論ではそうした点をふまえ、裁判学習の意義について教材化の視点をいくつかあげな
がら、裁判をどのように授業で取り上げていったらよいか検討していきたいと考えている。 
 
２ 司法参加のための裁判学習 
現代社会の変化にともない、現状の知識理解を中心とする社会科学習では、十分に対応
しきれない側面が現れ始めている。その一つが、国民の司法参加を目的とする裁判員制度
の導入である。新制度では、直接国民が裁判に参加し、裁判官と一緒になって判決を下す
ことになる。だが国民にとっては、制度や手続に関する無知以上に、自分が裁判に関わる
責任の重さ、あるいは判断の難しさによる不安は計り知れないであろう。では制度実施に
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伴う国民の不安を解消し、私たちが責任をもって司法に参加していくためには、どのよう
な学習が必要だといえるだろうか。 
そこでまず、これまで千葉大学で行われてきた裁判に関する取り組みを振り返っていき
たい4。数々の実践で共通しているのは、子どもたちが事件の説明や模擬裁判を見て、判決
を決めるという点である。話し合いでは、言い分がくい違う中で事実を認定し、被告人や
事件に関わる様々な事情を考慮しながら、情状酌量の度合を考える。中でも人により意見
の分かれる部分では、お互いが意見を出し合い事実を突き詰めながら、自分なりに納得の
いく答えを導き出す努力が重ねられた。こうして子どもたちは、判決の判断過程に存在す
る裁判の難しさに気づくことが可能となっていったのである。 
しかし、実践では子どもの発達段階の差が、事件の理解力や判決の判断力に影響を及ぼ
すことが指摘された5。例えば行政訴訟のように、訴えられている国や行政の行為責任を判
定するには、基礎的知識として、近代国家の成立や機能、社会構造などを理解しておく必
要があり、小学校ではまだ難しいというものである。また懲役刑を受けることの意味や、
刑務所で服役するという刑罰を科されることの社会的意味が、必ずしも理解されていない
との指摘もある6。このように裁判を取り上げる際には、子どもの発達段階と事件の性質を
考慮した教材作成が欠かせないといえる。 
だが実践の積み重ねは、裁判学習の意義や課題を明確にしつつもある。ここで強調して
おきたいことは、制度や法律を知識として覚えるだけでなく、「裁判の意味」や「判断の困
難さ」を経験的に理解していくこともまた大事なことだといえる。判決のように、他者の
人生や生命までを左右するわけではないが、現実に私たちは日々の社会生活において、じ
つに様々な決断を行う。そして自分の判断が、まわりの人々へ影響を及ぼすことは多いは
ずである。裁判の判決を下す場面では、それを明確に自覚化することになり、こうした経
験が、司法参加だけでなく社会のあり方を考えていく上でも重要になるといえる。 
今求められているのは、私たちが、社会や司法へ主体的に参加することの必要性を認識
し、実際に参加しうるだけの能力を養っておくことである。そのための教材として、裁判
を取り上げていくことは、大きな意味を持っているのである。 
 
３ 社会認識手段としての裁判学習 
裁判を教材として取り上げることは、社会を認識する手段としても有効だといえる。裁
判は社会的に意義のある制度であり、判決が社会へ与えるインパクトを通して、社会との
つながりを知ることも可能だからである。具体的には、以下の三点から整理してみたい。 
 
（１）紛争解決機能 
第一に、裁判の紛争解決機能についてである。裁判では、刑事・民事・行政どの種の裁
判をとっても、そこには必ず訴えをおこす紛争当事者の存在がある。そうした当事者がお
かれた状況を把握していくことで、私たちは問題状況にある人々の要求が何であるかを知
り、必要な補償や社会的制裁のあり方などを、現実的に考えていくことが可能である。だ
が同時に、当事者にとっての裁判は、実質的な効果を伴うものでもある。たとえば刑事で
あれば刑罰、民事であれば損害賠償や原状回復の義務など、多大な強制的執行力が働くた
め、その直接的効果は計り知れない。けれども当事者への影響力の大きさを知ることによ
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って、子どもたちは改めて社会的存在としての自己を認識することにもなる。言い換えれ
ば、被告人や被害者の感情などを自分とは全く別の視点で考えてみることで、当事者の視
点を介した責任の自覚が生まれるといえる。 
 
（２）社会統制機能 
第二に、裁判の社会統制機能についてである。現代社会は、国際化や都市化、情報化、
技術革新など、様々な状況の変化が生じている。また直接的なコミュニケーションが十分
になされなくとも、お互いに干渉せず社会生活を営むことも可能である。しかし自分と他
者との考え方の違いを知らなければ、様々な局面で問題を引き起こすことにもなる。現実
には、万人が万人の考えを知ること不可能である。そこで多様な価値観の存在をお互いに
認め合い、人々との円滑な社会生活を営むための一定のルールが必要となるのである。ル
ールの中には、違反した場合に罰則が設けられているものもある。そして違反した事実の
認定と、それに見合った量刑を決するのが裁判の役目であり、法的手続きに則った強制や
制裁の執行が、社会秩序を維持する側面を担っている。 
社会統制機能を子どもたちが理解していくことは、逆に社会にとっての秩序維持という
観点から、どのようなルールが必要かを考えていくことにもなるだろう。 
 
（３）社会形成機能 
第三に、社会形成機能についてである。裁判では、判決後に政治が動き、新たな法律が
できることがある。これを政策形成機能7と呼んでもよいが、ここではもっと広義に捉えた
いと思う。例えば、C 型肝炎薬害訴訟に見られるように、裁判による和解の成立は、議員
立法の契機となり、被害や救済への具体的な対応策が示された。これらは薬事行政全体の
改善へとつながるものである。このように訴訟を提起し、判決が下されることは、法や政
策など社会システム全体の改変を生み出すことになる。その結果、社会システムの見直し
は人々の行動や思考にも影響を与え、それが緩やかな社会的変化を形づくるともいえる。 
法が人々の行動や規範意識に関わるという理解は、社会参加や司法参加にとっても重要
なことである。判決の中には、より多くの国民に受け入れられるよう、社会的要求や国民
の意見が考慮されている。ゆえに私たちが裁判や判決を考えていくことは、そこにどのよ
うな社会を展望するのかという視点も含まれ、より参加意識を育む手助けになるだろう。 
 
以上、三つの観点から裁判を学習する意義について整理してきた。 
裁判の学習は、その社会的役割や判決の影響力などから、社会を知る教材として役立て
ることが可能である。そこでは、誰かがやってくれるのを待つのではなく、一人ひとりが
自ら主体となって考え、より多くの人々が納得できる、言い換えれば社会に受け入れられ
る答えを見出すための学習が構成されうるのである。 
だが授業において、裁判をどのような切り口で取り上げるかは三者三様であり、意見の
分かれるところである。しかし一つ言えることは、裁判を紛争解決の道具としてのみ把握
されれば、それは一面的な理解である。そうした点に留意しつつ、発達段階を考慮した事
例を選定し、具体的にどのような学習を行っていくのかは、今後さらに考えていくべき課
題である。 
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４ 学習のねらい 
以上の点をふまえて、裁判学習のねらいに関して、若干ではあるが現在考えていること
を述べておきたい。対象は中学校を想定している。 
 
（１）司法制度を理解する 
 中学校公民分野では、政治のしくみで三権分立を学習する際、立法・行政のほかに司法
が登場し、具体的な制度として裁判を学習していくことになる。ここでは裁判のしくみや
手続的側面など基礎的な知識理解が中心となる。こうした知識は、司法や裁判の要点や全
体像を押さえておく上では欠かせないことである。だが知識理解のみで終われば、決して
十分だとはいえない。 
 
（２）裁判や判決の意味から、具体的な権利や社会問題を理解し考える 
 日本国憲法や人権の学習では、おもに権利や義務の理解が中心となる。しかし権利概念
の抽象性から、より具体的な問題場面を同時に見ていかない限り、権利の意味を理解する
ことは容易ではない。 
例えば、社会権の一つである生存権を考える際に、朝日訴訟が取り上げられる。少し古
い判例のため現在の貨幣価値とズレはあるが、問題の本質は、障害者や高齢者といった社
会的弱者とされる人々を、社会や国家がどのように救済していくのかという点にある。こ
のことは今を生きる私たちにとっても通底するものがあるといえる。方法として、判例を
説明するだけでなく、できるだけ具体的な権利実現のあり方まで追究していけば、認識の
深まりに違いが出るはずである。また別の社会問題にも派生していくつながりを理解する
ことで、社会が相互に関連し合い成り立っていることが実感できるといえる。 
 
（３）判決を下す難しさから法の特質を経験的に理解する 
 司法や法の特質の理解に最も効果があるのは、実際に自分たちで判決を考えてみること
である。裁判官は法や判例をみて単純に判決を出せるわけではない。ところが制度やしく
みの学習からは、そうした認識をもつことは難しく、表面的な理解が安易に法を絶対視す
ることにもなりかねない。そこで教師も子どもも一緒になって、答えのない問題の答えを
探していくことが、法や裁判に関する社会的意味の理解をさらに深めるであろう。 
 
以上、裁判学習に関する授業のねらいを何点か挙げてきた。これらはバランスよく取り
入れることが望ましく、その具体的内容や方法は多様にありうる。そのため、実践の検証
は欠かせず、そうした積み重ねが、社会科教育をも発展させることになるといえる。 
 
                                                  
【注】 
1 戸田善治「小学校教科書における「裁判」教材の実際－ノルマントン号裁判に注目して
－」本報告書第Ⅰ部、第１章 
2 後藤健次「中学校社会科教育における裁判」本報告書第Ⅰ部、第２章 
3 大島健彦「高等学校公民科における裁判の取り扱いについて」本報告書第Ⅰ部、第３章 
4 千葉大学で行われてきた法に関する実践については、以下の報告書に詳細な内容が掲載
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されている。 
①『人文・社会科学における国民教育と大学教育の連携に関する理論的・実践的研究』 
  平成１３年度千葉大学総合研究プロジェクト研究成果報告書、2002 年 
②『小・中学校における法学的マインドの育成に関する理論的・実践的研究』 
  平成１４年度千葉大学教育学部・付属学校園連携研究成果報告書、2003 年 
③『小・中学校における法関連教育に関する理論的・実践的研究』 
  平成１５年度千葉大学教育学部・付属学校園連携研究成果報告書、2004 年 
④『法学的能力の発達と教育の可能性についての研究』 
  平成１５・１６年度科学研究費補助金研究成果報告書、2005 年 
⑤『小・中学校における法関連教育に関する理論的・実践的研究（Ⅱ）』 
  平成１８年度千葉大学教育学部・附属学校園連携研究研究成果報告書、2007 年 3 月 
5 前掲書注１④別冊 田中健夫「「かいわれ訴訟」小学校の授業分析」 
6 前掲書注１⑤ 藤井俊夫「模擬裁判と量刑および情状酌量」pp128-pp131 
7 訴訟の政策形成機能について平井宜雄は、「原告・被告間の個別的・一回的紛争の解決を
主として志向している」紛争志向型訴訟と、「国・公共団体の政策・制度の当否・あり方を
争点とすることを目的とする・あるいはせざるをえない」政策志向型訴訟という二つの類
型を対置して説明する。しかし筆者は、この裁判類型をより広い意味で捉えたいと考える。
すなわち判決の影響は政策制度を変えるばかりか、結果的に法制度化が促されたことで、
それがさらに人々の行動や思考様式にも影響を与えるという意味である。 
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